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〈確定申告書Ｂ 記入例〉

税理士　税理士　山本　佐代子　山本　佐代子　

2024年度税制改正における変更点2024年度税制改正における変更点

2023（令和５）年度分の確定申告適用事項2023（令和５）年度分の確定申告適用事項
１．上場株式に係る配当等の確定申告不要制度
　一定の配当所得について、22年分までの確定申告においては、所得税とは異な

る課税方式を選択できましたが、23年分以後の確定申告では所得税と同一の課税

方式が適用されます。

2024（令和６）年度分の適用事項2024（令和６）年度分の適用事項
１．定額減税
（１）所得税

　24年度の所得税に係る合計所得金額が1,805万円以下である場合、特別控除が

実施されます。特別控除額は本人３万円、生計を一にする配偶者または扶養親族

一人につき３万円となります（合計額が所得税額を超える場合はその限り）。

（２）個人住民税

　24年度の個人住民税に係る合計所得金額が1,805万円以下である場合、所得割

の特別控除が実施されます。特別控除額は本人１万円、控除対象配偶者又は扶養

親族一人につき１万円となります（控除対象配偶者を除く同一生計配偶者につい

ては、25年度分の所得割の額から、１万円を控除）。

２．相続時精算課税に係る基礎控除の創設
　相続時精算課税を選択した受贈者（以下「相続時精算課税適用者」）は、24年

１月１日以後に取得した財産に係る贈与税について、その年分の課税価格から基

礎控除110万円が控除されます。また、特定贈与者の死亡に係る相続税の課税価

格に加算されるその特定贈与者から、24年１月１日以後に贈与により取得した財

産の価額は、基礎控除額を控除した後の残額とされます。

※ １ 相続時精算課税は、原則として①贈与者が贈与の年の１月１日において60

歳以上であり、受贈者が同日において18歳以上で、かつ、贈与時において贈与

者の直系卑属である推定相続人又は孫である場合に選択することができます。

なお、相続時精算課税を選択した場合、その後、同じ贈与者からの贈与につい

て暦年課税へ変更することはできません。

※ ２ 特定贈与者とは、相続時精算課税の選択に係る贈与者をいい、23年分以前

の贈与税の申告において相続時精算課税を選択した場合も含みます。

※ ３ 同一年中に、二人以上の特定贈与者からの贈与により財産を取得した場合

の基礎控除額110万円は、特定贈与者ごとの贈与税の課税価格であん分します。

３．相続時精算課税に係る土地又は建物の価額の特例の創設
　相続時精算課税適用者が、特定贈与者から贈与により取得した土地又は建物に

ついて、その贈与の日からその特定贈与者の死亡に係る相続税の申告書の提出期

限までの間に、24年１月１日以後に災害によって一定の被害を受けた場合（その

方がその土地又は建物を贈与日から災害発生日まで引き続き所有していた場合に

限る）には、その相続税の課税価格への加算の基礎となるその土地又は建物の価

額は、その贈与の時における価額から、その災害による被災価額を控除した残額

とすることができます。
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